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ザンビア「校内研修を通じた教師の技能向上プロジェクト」（仮） 

詳細計画策定調査報告書 

（現地調査結果報告） 

 

１． 要請の背景 

ザンビア政府は、1996 年に教育政策「Educating Our Future」を発表し、教育の地方分権化、ア

クセスの平準化、教育の質の向上に取り組んできた。なかでも、教師の職能開発に注力し、2000

年から現職教員研修プログラム（School Program of In-Service for the Term：SPRINT）を実施して

いる。これらの取り組みにより、初等教育純就学率が 95%（2008 年）となるなど教育の量的側面

は飛躍的に改善された。しかしながら、教育の質的側面では教員採用・配置の不均衡や教材、教

室数の不足などの問題を抱えており、修了率は 7 年生で 69%、9 年生で 52.7%と依然として低い。

生徒の学習達成度も低く、東部・南部アフリカ諸国を対象とした学力調査（小学校 6 年生の算数、

読解力 2007 年）では最下位グループである。 

第 6 次国家開発計画（2011-2015）では、「持続可能な国家開発のための人的能力を強化するた

めに質の高い教育訓練に対する公平なアクセスを拡大すること」を目標とし、中等教育及び高等

教育へのアクセス拡大と同時にすべての段階の教育の質の向上に重点的に取り組むことをめざ

している。教育の質の向上のための戦略の一つとして基礎教育及び中等教育の教員の継続的な職

能開発（Continuing Professional Development：CPD）の促進を掲げている。 

JICA は、教師教育のうち特に CPD の実施促進を目的として、ボランティア（理数科）派遣や、

理数科教育強化のための教員協会（Strengthening of Mathematics, Science and Technology Education： 

SMASTE）に対する支援を実施してきた。さらに包括的な協力を行うため、2005 年より 2 年間、

中央州の 8～12 年生の理科教員を対象として「SMASTE 理科研究授業支援プロジェクト」（フェ

ーズ 1）を実施、2008 年 2 月から 3 年間、中央州全教員、コッパーベルト州、北西部州の 8～12

年生の理科教員を対象として「SMASTE 授業研究支援プロジェクトフェーズ 2」を実施した。こ

れらの協力を通じて、既存の教員研修制度である SPRINT の具体的な活動として授業研究の 3 州

への導入及び普及モデルの構築、授業研究実施ガイドラインや教授技術スキルブックなどの開発、

授業研究を主導できる人材の育成等の成果を上げた。ザンビア政府は、プロジェクトの実施と並

行して授業研究を核とした校内研修（School-Based Continuing Professional Development：SBCPD）

モデルを全国に普及するための実施戦略（マスタープラン）を自ら策定し、この実施に対する支

援を日本政府に対し要請した。 

 

２． 調査の目的・方針 

本調査は、前述のザンビア政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてザンビア政府と

協議することを目的として派遣された。調査方針は以下のとおり。 

 

（１） フェーズ 2 終了時評価調査の結果も踏まえつつ、本事業の妥当性を確認する。 
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（２） 事前に提出のあったプロジェクトデザイン案を基に、プロジェクトデザイン（PDM、実施

体制、活動計画、双方の負担事項等）に関し、ザンビア側関係者と協議し、合意形成を図る。 

 

（３） プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

 

（４） 日本側、ザンビア側双方で同意した事項を M/M として取りまとめ、署名交換をする。（プ

ロジェクトドキュメント案も M/M に添付予定） 

 

（５） 事前評価表案の作成を行う。 

 

（６） マルチバイ連携、PRS 無償も含むプログラム案に関する協議を行う。（JICA 事務所、大使

館。ザンビア側との協議は行わない） 

 

３． 調査結果概要 

 調査団は、調査対処方針に沿ってザンビア側関係機関との協議、現場視察等を行い、プロジェ

クトの妥当性、計画内容、実施体制等を確認した。協議結果を M/M に取りまとめ、2011 年 3 月

15 日にザンビア教育省次官（教育サービス、カリキュラム担当）との間で署名交換を行った。調

査結果概要は以下のとおり。 

 

（１） 計画内容の確認 

１） 概要 

① 案件名称：「校内研修を通じた教師の技能向上プロジェクト」（仮） 

   “Strengthening Teachers’ Performance and Skills through School-Based  

Continuing Professional Development （STEPS） Project” 

② スーパーゴール：理数科教育の質の向上 

③ 上位目標：生徒の学習過程（理数科）の改善 

④ プロジェクト目標：校内研修を通じた教師の技能向上 

⑤ 成果：１．授業研究を通じた校内研修制度の強化 

     ２．校内研修実施のために必要な中核人材の育成 

     ３．校内研修実施のために必要な参考資料の開発 

２） 対象 

① 対象地域：全 9 州（74 郡のうち選定された 54 郡） 

② 対象学校：公立学校（Government Schools 及び Grant-aided Schools） 

③ 対象学年・科目：1～7 年生理数科（中央州、コッパーベルト州、北西部州） 

8～12 年生の理数科（全州） 

④ 裨益者：基礎教育学校（1～7 年生）教員（中央州、コッパーベルト州、北西部州） 

対象地域の理数科教員（8～12 年生）（全州） 
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３） 実施体制 

① 実施責任機関：教育省 

プロジェクトダイレクター：計画局長 

プロジェクトマネージャー：教師教育局長及び全州教育事務所長 

② 実施体制：教育省の既存の仕組み（以下）を活用してプロジェクト活動を実施する。 

 中央（National Education Support Team） 

 州（Provincial Education Support Team） 

 郡（District Education Support Team） 

上記に加え、校内研修に対する技術的支援を行うグループとして、教育省・各州か

ら選抜された優れた行政官・視学官により構成される「中央技術チーム（National Core 

Technical Team）」を編成し、全州に対する技術支援を行う体制を整える。 

４） 普及戦略 

① 導入：先行州の経験を最大限活用し短期間での普及 

1. 9 州を 3 州ごとのグループに分け、先行 3 州が他の新規 2 州に対するサポートを行

う体制を整備。新規州に対する導入研修は、先行 3 州から選抜されたメンバーが担

当。 

2. 導入研修後約 1 年程度は、先行 3 州に加えて、中央技術チームが定期的に新規州を

訪問し、実施状況のモニタリング及び技術支援を行う。 

3. 先行 3 州の中核人材及び経験を有効活用することにより、短期間での普及展開を行

う。 

② 実施：中央技術チームによる継続的な技術支援の提供 

1. 各州での活動が軌道に乗った後は、中央技術チームにより各州での経験（Good 

Practices）の収集・分析を行い、その結果を全州にフィードバックすることにより、

各地での校内研修の継続・質の向上を図っていく。この仕組みを永続的なものとし

ていくことにより、校内研修の持続発展を促進する。 

５） 投入 

① ザンビア側 

1. 人材（中央、州、郡教育支援チーム、教育大学教官、国立科学センタースタッフ、

フェーズ 1・2 を通じて育成された中核人材） 

2. 活動場所、資機材の提供（事務所、事務機器、車両及び燃料、校内研修用教材） 

3. 活動費（ワークショップを含む校内研修実施に必要な経費、ザンビア側人員の出張

旅費） 

② 日本側 

1. 長期専門家 3 名、短期専門家（必要に応じ）、ローカルコンサルタント 1 名 

2. 本邦研修、第三国研修、技術交換等 

3. 資機材（研修用機材、車両等） 

4. 在外事業強化費（研修用参考資料・スキルブック印刷、専門家活動に要する経費等） 
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６） プロジェクト期間（予定） 

2011 年 7 月または 8 月～2015 年 12 月 

 

（２） プロジェクト妥当性の確認 

本プロジェクトは以下の観点から、実施する妥当性は高いと判断される。 

１） 政策との整合性：教育（特に理数科教育）の質の向上は、第 6 次国家開発計画や教育セ

クター開発計画等、ザンビア政府の上位計画の目標の一つとして掲げられており、なかで

も教師の継続的な職能開発を通じた教育の質的側面の改善は優先度の高い戦略として位

置づけられている。本プロジェクトは、校内研修システムへの授業研究の導入により教師

の技能向上を図り、もって政策目標である生徒の学習達成度の向上に貢献するものである。 

２） 既存制度との整合性：本プロジェクトは、ザンビアの学校に対し新しい活動を導入する

ものではなく、既存の校内研修及び教育行政によるそのモニタリングの仕組みを活用する。

校内研修の仕組み（SPRINT）は 2000 年から導入されているが、校内研修で実施する具体

的活動の内容が規定されていなかったため、その実施状況は学校によりばらつきがある。

授業研究は、教師が日常実施する授業をテーマに教員同士の切磋琢磨を通じて改善をめざ

す活動であり、既存の校内研修を再活性化することが期待できる。 

３） 日本の比較優位性：授業研究は日本の公立学校を中心に広く実施されている特徴的な活

動であり、プロジェクトではこのような日本の教育界の経験を活用することが可能である。

また、JICAはアフリカ 13カ国で理数科教員研修分野のプロジェクトを実施するとともに、

理数科教育振興をめざす国同士とのネットワークを有していることから、ザンビアを含む

関係国間の相互訪問やワークショップなど、経験共有の機会を提供することができるとい

う点で、日本が本分野での支援を行う意義がある。 

４） 他ドナーとの連携：教師教育分野に対する支援は USAID、VVOB（ベルギー）が実施し

ており、本プロジェクトとは相互補完的な関係で、校内研修の実施を通じた教師の指導力

向上を支援している。USAID は校長に対する研修を支援しているが、同研修に本プロジェ

クトが支援する校内研修の実施管理に関するモジュールを組み込むよう教育省が調整を

行っている。VVOB は、本プロジェクトと同様の教材等を用いて、本プロジェクトでは対

象外となっているコミュニティスクールにおける校内研修の普及、及び教育大学における

校内研修実施の支援を行っている。 

 

（３） 今後の予定 

時期 項目 実施主体 

2011 年 3 月末まで プロジェクトドキュメント最終版作成

（関連データ収集含む） 

ザンビア側 

2011 年 4～5 月 事前評価結果の承認 JICA 本部 

2011 年 5 月中（予定）R/D 署名 ザンビア側、JICA ザンビア

事務所 

2011 年 6 月 実施計画決裁 JICA 本部 
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2011 年 6～7 月 専門家派遣準備 JICA 本部 

2011 年 7～8 月 プロジェクト開始  

 

４． 団長所感 

（１）オーナーシップと持続性 

本調査を通して、本プロジェクトを核とした継続的な教師の職能形成システムを実現した

い、というザンビア側の強い意志が確認できた。特に教員教育局長の教員教育に対する広く

て深い視野や、州レベル教育行政官の本プロジェクト対する強いコミットメントには感銘を

受けた。 

一方、同局関係者のオーナーシップの強さは、予算措置を含め教育政策全体の中で未だ教

育省の総意となっていないような印象も受けた。今後プロジェクトは、投資に見合う確固と

したアウトプット、アウトカムを出しつつ省内部での認知度を高め、省全体のオーナーシッ

プを醸造していく努力をしていくことが肝要となってくるだろう。 

 

（２） プロジェクト理念の共有の重要性 

ザンビア側はこれまで「（本プロジェクトを通して）なぜ授業研究をするのか」「われわれ

の最終的な目標は何か」を何回も自問自答してきた。そして最終目標（スーパーゴール）を

「数学理科教育の質向上」に置き、その評価指標を生徒の数学・理科の国家試験の結果とす

ることとした。この最終目標は、ザンビアで従来から設定され評価されてきた授業目標（通

常は「生徒は～ができるようになる」）評価をもう一度授業研究の文脈の中で捉え直したもの

にほかならない。しかし、この「常に生徒の学びを通して授業改善を図る」という視点が最

終目標として明文化されたことで、授業改善の方向性が確固たるものとなったのである。別

の言葉で言えば、授業研究という授業改善戦略に明確なビジョンを持たせることに成功した、

ともいえるであろう。 

今後プロジェクト関係者で十分この理念を共有しながら活動実施を図っていくことが最

終目標達成のうえで非常に重要となるだろう。 

 

（３） 優秀な現場教師の経験を基盤とした戦略 

本調査団が参観したコッパーベルト州 11 年生の化学の授業は、生徒の学びを大切にした非

常に質の高いものであった。しかし、同じ授業を参観した同僚教師は、この授業の良さをあ

まり理解できなかったようである。また授業公開した教師も自分の授業のどこが良かったの

か、あまり認識してはいなかったようである。 

生徒の学力向上を最終目標とした場合、授業実施・観察の視点は自然と定まる。それは「生

徒が学習していたのかどうか」という視点である。逆に言えば、いかに教員がグループ学習

や教材という工夫した手立てをとったとしても、その手立てにより生徒の学習が促進されな

ければ評価されないことを意味する。このように授業観察の視点が明確であるために、授業

計画・分析の視座がぶれにくくなる。 

このコッパーベルト州の教師のような生徒の学びを大事にする教師の実践をプロジェク 
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トは評価し価値付けながら普及していきたい。そして今後「教師が何をしたか」から「教師

が何をしたことによって生徒が学習できたか、またはできなかったのか」という授業分析の

視点がザンビア人教師の間で日常的に語られるようになるよう、プロジェクト活動が実践さ

れていくことが期待される。 

 

（４） 日本側の技術支援レベル 

以上のように本プロジェクトは、授業研究を通して生徒の学びを全国レベルで変えていこ

うという本質的かつチャレンジングなものである。ザンビア側の設定した最終目標に向かっ

て、日本側は先方のオーナーシップを尊重しつつ、技術支援の質や内容を十分吟味し、最終

目標を見据えたインプットを心がけることが肝要となる。ザンビア側の「日本は質の高い技

術支援を提供する」という絶対的な信頼感・期待感を裏切らないよう、我々は常に質の高い

技術支援を提供できるように心がけなければならない。 

以上 

 

別添資料 1 調査団員名簿 

別添資料 2 調査日程（実績） 

別添資料 3 M/M（写） 
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別添資料 1 調査団員名簿 

 

 

団長   西方 憲広 国際協力専門員（教育） 

協力企画  菅原 美奈子 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

教育協力  山田 恭子 人間開発部基礎教育第二課 ジュニア専門員 

現地コンサルタント Edward Tindi   
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別添資料2　調査日程（実績）

Time Mr. Nishikata Ms.
Yamada

Mr.
Tindi

27, Feb Sun Haneda > Hong Kong > Johannesburg
12:30 Arrival at Lusaka

Any time from 15:00 Visit to JICA Zambia Office
Courtesy call on the Director, ESS
Meet TE Staff

1, Mar Tue 8:00-10:30
10:30-11:00

12:30-17:00
      13:00-14:00
      14:00-15:00
      15:00-16:00

2, Mar Wed 8:00-13:00
      8:30-10:00
      10:00-11:00
      11:00-12:00
      12:00-13:00

14:00-16:30
16:30-17:00

3, Mar Thu 8:00-13:00
      8:30-10:00
      10:00-11:00
      11:00-12:00
      12:00-13:00

14:00-18:00

4, Mar Fri 8:00-8:30

8:45-13:00
   9:00-10:30
   11:00-12:00
   12:00-13:00

14:00-15:00
15:00-18:00

5, Mar Sat Morning Trip from Kitwe to Lusaka
Departure of Ms. Sugawara

Trip from
Kitwe to
Kabwe

6, Mar Sun

12:30

15:00

7, Mar Mon 9:30
11:00
15:00-17:30
15:30-16:30

8, Mar Tue 14:00-18:30

Date

Trip from Lusaka to Kabwe
Courtesy call on PEO, Central

Kabwe Trust Basic School: Lesson Study observation
      Demo Lesson (G5, Mathematics, Shopping by Mr. C. Musukuma)
      Post Demo Discussion
      Discussion with teachers and PEST/DEST members

Kalonga High School: Lesson Study observation
      Demo Lesson(G11, Mathematics, Multiplication by a matrix to a matrix)
      Post Demo Discussion
      Focus Group Discussion with teachers
      Focus group discussion with PEST/DEST members

Trip from Kabwe to Ndola
Courtesy call on PEO, Copperbelt

Temweni High School: Lesson Study observation
      Demo Lesson(G11, Chemistry, Balancing of chemical equation)
      Post Demo Discussion
      Focus Group Discussion with teachers
      Focus group discussion with PEST/DEST members

Trip from Ndola to Solwezi

Mon28, Feb

Courtesy call on the PEO, Lusaka Province
Discussion with NIU
Courtesy call on the director, ESS
Interview to Acting Vice Principal, NISTCOL

Discussion on the project design with NIU, selected members from Copperbelt and
Northwestern provinces

Report Writing

Arrival of Ms. Sugawara

Meeting with the mission members

Courtesy call on PEO, Northwestern

Kimiteto Basic School: Lesson Study Observation
      Demo Lesson(G9, Mathematics, )
      Post Demo Discussion
      Focus Group Discussion with teachrs

Discussion on project design with NIU and PEST/DEST members
Trip from Solwezi to Kitwe
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Time Mr. Nishikata Ms.
Yamada

Mr.
Tindi

Date

9, Mar Wed 8:30 - 18:30

10, Mar Thu 8:30 - 13:00
14:00 - 18:00

11, Mar Fri 9:00
11:00

14:30 - 17:00
12, Mar Sat

13, Mar Sun

14, Mar Mon (Morning)
8:30-11:00
      8:40-10:00
      10:00-11:00

12:00-14:30
      12:10-13:30
      13:30-14:30

15, Mar Tue 10:00

16:00
17:00

Signning of Minutes
Preparing report
Report to Embassy of Japan
Report to JICA Zambia Office

16, Mar Wed Departure of Zambia
17, Mar Thu Arrival at Japan

work
work

Submission of the final version to the PS/JICA RR
Palabana Basic School: Lesson Observation
      Lesson Observation, Upper Basic, Mathematics
      Interview to teachers

Mikango High School: Lesson Observation, Lusaka Province
      Lesson Observation, High School, Science
      Interview to teachers

Correction of Minutes

Completion of the final version of the Minutes

NEST Extra Ordinary Meeting
   discussion on the minutes and the project document

NEST Extra Ordinary Meeting
Discussion on the minutes and the project document

Submission of the draft to the directors, ESS and Planning, and the PS
Meeting with Embassy of Japan
Correction of Minutes
Discussion with directors, ESS and the chief,  Planning and Information
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